



















（Baxandall, and Euchner, 2007, pp.237-260；Nathan, 2008, pp.170-172；Poister and Aristigueta, 
et al. 2015）、これからの政府のあり方を考える文献において注目すべき手法の 1 つとしてとりあ
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2017 年 8 月から 9 月にかけて実施した。
　業績スタットの概要は以下のとおりである。業績スタットとは、業績測定を中心とするリー
ダーシップと管理のための戦略である（Behn, 2014, pp.39-42）。起源となっているのは 1994 年に
導入されたニューヨーク市警の CompStat（Computerized Statistic）であり、業績スタットは
CompStat に基づく取組みを全て含む最も広範なものである（Behn, 2008a, p.2）。アメリカ合衆
国では盛んに研究されており、業績も多いが、主要な研究者は、公共部門の業績を改善するため
のリーダーシップについて主に研究している Robert Behn である。ほとんどの研究は Behn の
研究に基づいており、Behn は業績スタットの研究の基礎を構築したと言える。日本では、最初
は警察やまちづくりの分野で注目され、その後は政策評価の分野で、政策評価の実効性を高める
ものや、業績測定の改善策の 1 つとして注目されるようになった（警視庁 , 2002；酒井 , 2005；
島田 , 2003；地方自治体国際化協会 , 2010；総務省行政評価局 , 2010：総務省行政評価局 , 2013；
利満 , 2009；南島 , 2016；南島 , 2018）。また、このような中で、業績スタットは日本でも導入さ
れているとは言われてきたが（高木 2016）、それを調査したり紹介したりしているものはほとん
どない。
　業績スタットの特徴は、以下の 4 点にまとめられる（Behn, 2006；Behn, 2007；Behn, 2008a；
Behn, 2008b；Perez and Rushing, 2007）。第 1 の特徴は、定期的に会議を実施することである。




























２. 日本における業績スタットの 4 つの事例
　日本でもニューヨーク市警の CompStat やボルティモア市の CitiStat などの有名な事例は知ら
れており、2000 年代初頭に主に警察の分野で注目されていた（警視庁 , 2002；酒井 , 2005；島田 , 
2003）。2002 年には、『警察白書』の第 1 章「我が国の治安回復に向けて」の第 3 節「今後の警
察の取組み」で科学技術を活用した新たな取組みとして GIS（Geographic Information System：
地理情報システム）の活用を挙げており、その中でニューヨーク市警の CompStat による犯罪情
報分析の活用と千葉県警察の警察官ロケータ・システムがとりあげられている。また、同時期に
ニューヨーク市警の CompStat をとりあげている論文も存在する（酒井 , 2005；島田 , 2003）。そ
の後は特にとりあげられていないが、2010 年には神奈川県警が神奈川版コムスタット、2016 年
には京都府警が予測型犯罪防止システムを導入するなどの取組みも見られる（京都府 HP；京都
府議会 HP；産経新聞 , 2016.11.3；セキュリティ産業新聞）。警察以外の行政の分野では、アメリ
カ合衆国連邦政府において 2010 年に GPRAMA が制定され、行政機関に業績スタットの一種で
あるデータ主導型業績レビュー（data-driven performance review）の実施が義務付けられて以
降、注目が高まっている（新日本有限責任監査法人 , 2015, pp.212-213；総務省行政評価局 , 2010, 
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2.1 さいたま市のさいたまシティスタット、いわつきスタット
　さいたま市は政令指定都市の 1 つであり、東日本における交通の要衝となっている。さいたま
市の取組みには 2 種類ある。1 つはさいたま市によるさいたまシティスタットであり、もう 1 つ
はさいたま市の行政区の 1 つである岩槻区によるいわつきスタットである。本節では、市のホー





いうシステムを 2017 年 3 月から運用している。このシステムでは、時間外労働時間、保育状況、
義務教育状況、課税状況・税収、市民意識調査の結果などの情報が提供されており、ダッシュボー
ドやマッピングで表現されている。ただし個人情報は除かれており、外部には公開していない。




な行政経営の転換の 3 つの施策群がある（さいたま市 , 2015a, p.28）。施策群③の中の施策の 1 つ
として市役所経営情報の把握と統計分析を行うさいたまシティスタットが位置付けられている。
詳細は『さいたま市情報化アクション・プラン 2015』（2015 年度～ 2020 年度）で定めている（さ
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月 1 日には、2015 年度の方針の中で、さいたまシティスタットを構築してタイムリーかつスピー
ディーに対応できる市政を推進すると述べている。また、「世界最先端 IT 国家創造宣言」や「経
済財政運営と改革の基本方針 2017」、「統計改革推進会議最終取りまとめ」などにおいて確かな
根拠に基づく政策立案（Evidence Based Policy Making：EBPM）が注目されていること、2016












































つとして、例えば 2017 年 8 月の市報では夏休みの自由研究に活用できると宣伝されている（岩
槻区 , 2017b, p.2）。
　区政における取組みに対する姿勢や具体的な目標をまとめた区長マニフェストにおいても言及
されており、「平成 28 年度　さいたま市岩槻区　区長マニフェスト評価書」によれば、現状は以
下のとおりである（岩槻区 , 2017a, p.4）。2016 年度は区役所に関する各種統計データのホームペー















　豊島区は東京 23 区の西北部に位置する特別区の 1 つである。豊島区のシティスタットは行政
経営にデータを活用するための仕組みや体制のことである（豊島区 , 2016, p.25）。政策経営部情
報管理課が担当している。2016 年度から 2018 年度にシステム導入を検討し、2019 年度にシステ
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ムの調達・開発を実施し、2020 年度から運用を開始する予定である（豊島区 , 2016, p.25）。
　シティスタットは『豊島区第 3 次行政情報化実施計画』（2016 年度～ 2020 年度）に基づく取
組みである（豊島区 , 2016, pp.34-35）。区民の利便性向上（目標 1）、行政事務の効率化・高度化（目
標 2）、地域社会の活性化（目標 3）、安全性・信頼性の向上（目標 4）という 4 つの目標のうち
目標 2 に関係する。また、その目標 2 における 3 つの取組方針である庁内システムの更なる最適
化推進（2-1）、ワークスタイル変革による多様な働き方への対応（2-2）、庁内データの利活用の
推進（2-3）のうち 2-3 に位置付けられている。取組方針 2-3 の実施内容は統合型 GIS の運用の拡
充とシティスタット基盤の構築である。その目的は庁内システムにおいて保有しているデータを
行政経営に活用することである。具体的には、庁内で分散して管理されている区民の声や CRM
システム（Customer Relationship Management System：顧客管理システム）に保管されてい
るデータ等と業務システムに蓄積されたデータの統合管理や、分析ツールの導入、庁内の統計・
業務データを行政経営に活用する仕組みや体制の検討とされている（豊島区 , 2016, p. 26）。これ
らの取組みによって区民の意見をタイムリーに収集し、行政評価や政策策定の精度を向上させる





確化したものであり、目的は情報化施策と施策の進め方を明確化することである（豊島区 , 2016, 
p.1）。つまりこの計画は情報の活用よりも情報化そのものや情報化のための基盤整備に重点を置
いている。また、名称はシティスタットだが、情報化のための基盤整備に力点が置かれているこ
とから、ボルティモア市の CitiStat と 311 という非緊急時用の電話サービスを一体のものとして
理解している可能性もある。ボルティモア市はデータを収集する方法の 1 つとして 311 を実施し









しごと創生総合戦略』（2015 年度～ 2019 年度）に掲げる目標を推進するための進捗状況管理のツー
ルであり（氷見市 , 2015, p.9）、当時の市長であった本川祐治郎氏が導入した。ボルティモア市
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の CitiStat を参考にしており、氷見市版の CitiStat であるとされている。様々な指標について月





　HimiStat の目的は未来志向の地方自治体経営システムを構築することである（氷見市 , 2015, 
p.9；玉村・宮本・長瀬 , 2016, pp.10-11）。そのために、月単位ではデータに基づいて地方創生に
関する政策の継続的な改善に取組む。また、年単位では測定したデータを用いて白書を作成する
とともに、戦略の達成状況を検証して基本目標や施策の検証・見直し等を行うとされている。
　上記の説明からわかるように、HimiStat には業績スタットの 4 つの特徴が全てあてはまるた
め、業績スタットであると言える。第 1 の特徴である定期的な会議については、1 ヵ月に 1 回の





者等）を整理」するとされている（玉村・宮本・長瀬 , 2016, p.10）。第 4 の特徴であるフォロー
アップの重視については、関係者との対話を行い、持続的な改善に取り組むことがフォローアッ
プに該当し、1 か月に 1 回の頻度でその機会を設けていることから重視していると言える（氷見市 , 
2015, p.9）。







部 , 2013, pp.74-76）。また、仕事を進める上では、職員が提案した案件に対して個別にコーチン
グを行うなど民間企業と同様の対応を求めるという方法をとっていた（ガバナンス編集部 , 2013, 
p.76）。これらのことから、業績スタットのようにデータと議論を重視する業績管理手法にも関
心を持っていたと考えられる。また、内片氏は氷見市が地方創生推進のために民間の各分野から
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　このように、本川前市長は地方創生の推進に力を入れており、その進捗管理の方法の 1 つとし
































の動向としては以下の 3 点が挙げられる。第 1 に、総務省は情報通信政策（ICT 政策）におい
京都府立大学学術報告（公共政策）第 10 号
公共政策　池田
− 123 −− 122 −
て ICT（Information and Communication Technology：情報通信技術）の利活用を促進しており、
その中でオープンデータ戦略を推進している。





としては、第 10 条から第 15 条で行政手続に係るオンライン利用の原則化、オープンデータの推
進、マイナンバーカードの普及と活用、デジタルデバイドの是正、情報システムの整備と業務の
見直しなどが挙げられる。また、2017 年に閣議決定された『世界最先端 IT 国家創造宣言・官民
データ活用推進基本計画』では官民データ活用推進基本計画の施策の 1 つとしてオープンデータ









とされている（閣議決定 , 2017.6.9, p.30；統計改革審議会 , 2017, p.4）。
　第 3 に、『科学技術基本計画』でも、データや ICT の活用、確かな根拠に基づく政策立案に取
り組むことで、行政の信頼性や効率性の向上、国民参加・官民協働の推進、経済の活性化などを







*1　「世界最先端 IT 国家創造宣言」は 2015 年に採択された後、2016 年に一部が変更され、2017 年に『世
界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画』となった。
*2　超スマート社会（Society5.0）とは、「ICT を最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現
実世界）とを融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす」社会のことである（閣議決定 , 2016, p.11）。
また、Society5.0 には、「狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続くような新たな社会を生み出す
変革を科学技術イノベーションが先導していく」という意味が込められている（閣議決定 , 2016, p.11）。
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共有されようになったことが挙げられている（宮脇 , 2017, pp.3-4）。情報化は、ガバナンス構造
を構築する中核的要因となり、分野ごとに細分化された縦割り構図を越えた情報共有や、地域や
住民との情報共有を促進する（宮脇 , 2017, p.3；若生 , 2017, p.206）。また、公的組織のオープン
化を進め、応答性を高めるとともに、政府にとっても利用しやすい情報にする e ガバナンスとい
う概念も注目されている（レーン , 2017, pp.29-30）。このようなことから、データの活用や情報




















これまで第 1 の波である農業革命と第 2 の波である産業革命を経験してきており、今後は第 3 の波であ
る情報革命によって情報化社会となると述べた（トフラー , 1982）。また、インターネットと政治に関
わる研究領域は成長産業の 1 つであり、世界中で様々な著書や論文が発表され続けているとされている
（Brainard and Siplon, 2000；岡本 , 2017, p.1）。
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業績スタットの 4 つの特徴を行政評価委員会にあてはめると以下のように説明できる。第 1 の特
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さいたま市　市長の部屋　市民の皆様へ（平成 26 年年 8 月 21 日）
　　http://www.city.saitama.jp/006/003/001/006/p037679.html
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